





























き」という国際規範が、主権国家を巻き込む形でどのようにして広まりえたのか、②クラスター爆弾の使用を禁止することは兵器削減に直結す 事項である点で、 家の安全保障政策にも関わる問題であるが、各主権国家はどのような利益、不利益を考えてクラスター爆弾禁止レジームに対して参加、不参加を考えたのか、③クラスター爆弾禁止運動を牽引した国際ＮＧＯの多くが、 九九七年に成立した 対人地雷禁止条約」の形成をも牽引して たことから、この二つのレジームの間 は関係性があると考えられるが、実際 ところクラスター爆弾禁止レジームは対人地雷 レジームからどのような影響を受けていたのか、という三点に焦点を当 る。
①と②の点については、通常、国際関係論 領域では、①をコンストラクティビズム的な見方、②をリアリズム








るものとしていくつかの先行研究が見られるが、本研究のような国際規範を広める各アクターの動き、各アクターの合理的行動をも含めた総合的な分析視点を持った研究はまだ蓄積が見られない。また、レジーム間の関係についても、既存研究の多くがクラスター爆弾禁止派の立場に立ち、対人地雷禁止レジームでの経験を活かしたことを論じている に対して、本研究ではクラスター爆弾擁護派もまたそこで 経験を活かした戦略をとっていることに焦点を合わせ、双方の対立軸 明確にしつつ、互いの立場 動きを詳細に追跡する。
現在、様々な領域において国際制度化及び国際組織化が進み、国家間におけるレジームのみならず、企業間にお



















際にも、通常、上記の三つの視点のいずれか一つ 依拠して議論が展開されることが多く、 本的には、分析対象とするレジームの特性（より国益重視型で形成されているか 規範重視型で形成されているか）を作業仮説として設定し、その上でより適した分析視角を設けるというの 典型的 方法であると言え 。
ここでこの三つの視点のうち、力と利益はアクターの合理的行動という言い方によってさらに絞り込むことが可





















ては、合理性分析、規範分析のどちらか一方を採用するという二者択一的な思考様式では、十分な分析が可能になるとは考えにくい。というのも、ＮＧＯによるクラスター爆弾禁止運動という規範的側面に関わる動きと、国家の軍事兵器の削減という国家の力・合理性に関わる動きの両方を捉える必要があると考えられるからである。いわば、従来の一元論的見方（合理性分析の立場 又は規範分析の立場）から二元論的な見方（アクターを合理的、規範的双方の視点を総合 に考慮する立場）を採用する必要があ と考えられ 。しかし がら、二つの立場を一つの理論モデルによって取り扱おう 理論的作業は国際関係論の間ではごく最近まで試みられておらず、研究自体がほとんど行われていないのが現状であ ように思われる。規範の いう視点が国際関係論における一つの流れとしてみなされるように ったこと自体、
W
endt （一九九八）による議論以降のことであり、研究分野としてまだ
新しく研究・考察が進んで いうこ も一つの要因として挙げられ であろ 。
そうした中で、理論仮説と事例による検証という科学的手続きを経て、合理的、規範的双方の視座を複合的に捉
えようとした研究として草野（二〇〇五、二〇一一）がある。草野は、先に挙げた三つ 、すなわち力、利益、規範の間には対立関係では く相互補完関係がある した上で、国際政治における国家体系（
statesystem
）にお





構造主義的な記号理論があり、草野はこうした考え方を国際関係論において用いられてきた力、利益、規範の考え方に当てはめて考察を行っている。さらに具体的に見ていくと、廣瀬の理論モデルは、社会における諸現象をシンボルレベルにおける「シンボルシステム」 、実態レベルにおける「役割システム」と「利害システム」という三つのシステム 分ける考え方であり、それぞれ、存在物と て存在しない法や文化、アイ ンティティの側面によって成立しているシステムをシンボルシステムとし 相互に特定の役割を分担し協力し合うこ で各アクターの効用を相互に高め合うようなシステムのことを役割システム（
Ex. 国家間の経済的協力関係、福祉制度等のシステム） 、
各アクターが自己の利益を追求することによって成立するシステムを利害システム（経済 、軍事力によって形成されるシステム）と 。この考え方に草野は 力、利益 規範という従来の国際関係論における三つのレベルをあてはめる。すなわち、①シンボルシステムの側面には規範（コンストラクティビズ の考え方） ②役割システムの側面には利益（ネオリベラル制度主義の考え方） 、③利害システムの側面には力・安全保障（ネオリ リズムの考え方）という形で適用させ それぞれ①には「理念」 ②には「国家利益」 、③には「 システムの利益」 （ネオリアリズムの立場が主張する、力のバランスによるシステム観）という三つのシステム観 設定 、それぞれが複合的、重層的に国際政治の中に存在す と指摘してい のである。
この草野のアプローチは、先に述べた二元論的視点にとって有用である。草野のシステム観における「国家利

















は、なぜ二元論的なモデル 考察をせねばならないのかという点である。一見すると、力、利益、規範という従来の分析軸を一度に取り扱える議論は便利なようにも思われるが、もし規範 合理性の両方 視点で行うのであれば、規範分析による研究と、合理性分析による研究の二つを別々にやればよく、一度に取り組むような枠組みは必要ないのではないかとも思われる。また、理 として 整合性という点 も 国際政治をアクターの力関係 害範に基づいて するための理 体系は、それぞれが独自の背景を持ってすでに成立してお 、それらを複合的に分析するような視座を 国際政治理論においてわざわざ考察する必要はないのではないかという点も考え れる（例えば先に挙げた足立の規範分析も、規範にのみ注目した方法を取っているという点で、既存のレジーム論、コンストラクティビズムの議論を用い も である） 。もちろん、力、利益、規範のそれぞれが重要な変数であり、そのうち一つの である程度こと足り のであればそれで行えばよい であ が、こ ま 論じてきたように
二四四
少なくともクラスター爆弾禁止レジームを分析する上では、力、利益、規範を複合的に勘案する方が、より詳細に事例を捉えることができるのは明らかである。そしてレジーム分析に止まらず、現実に生じている国際政治現象自体が冷戦期以降複雑化（例えば本研究が扱おうとしているような、非国家アクターが頻繁 国際政治に関与する事態）しており、従来の西洋型の一元論的な見方 は必ずしも十分なものとはなりにくいのではないかと うことも考えられる。本研究が採用しているような重層的な複雑システム観は、規範 合理性（国家利益、国際システムによる利益）というそれ自体はオーソドックス 概念による議論であるが、この重層的 視点を基にして事例、地域特性に合わせた下位概念を適切に設定することができれば、より適切に事象を分析できるツールになると考えられる。ただ、そのような分析軸 提供できるだけ 基幹研究、考察の蓄積がまだ不十 あるのもまた明らか ある。
もう一つは、方法論上の問題点の指摘が考えられる。すなわち力、利益という軍事指標、経済指標といった形で



















雷禁止レジームとの関係 え と、両者の間は上下 のな 水平的な関係であることが分かる。ただ「相互」
二四六
関係という点では、クラスター爆弾禁止レジームの形成過程の分析という本研究の目的を考えた場合、クラスター爆弾禁止レジームに関わったアクターが対人地雷禁止レジームの形成過程から何を学んだのか、結果としてター はどのような影響を対人地雷禁止レジームから受けたの という点に焦点 合わせるべきであり、むしろ対人地雷禁止レジームから ラスター爆弾 へと水平的に派生した関係にあるという言い方の方が妥当であると考えられる。
またレジーム間の相互関係という点で
Stokke （二〇〇一）は、その相互作用のあり方としてアイデア型、規範型、
功利型、という三つのタイプがあることを指摘し、さらにそれらが制度的に管理されているか、管理されていないかに分けるこ ができるとする。ここで特に注目したいのは、三つのタイプに分けて考察を行っている である。アイデア型 は、あ レジームから学習した事柄が 別のレジームに影響を与えるという作用であり、規範型とはあるレジームの規範が別の に影響を与えるとい 作用であり、功利型とは、コスト対効果の考え方であり、 レジームが形成されるこ 、別のレジームの負担（コスト）が変容するという作用を指す。対人地雷禁止レジームとクラスター爆弾禁止レジームは、少なくともその形成過程においては厳密には相互作用という関係ではなく、対人地雷禁止レジ ムからクラスター爆弾禁止レジームへの一方的な関係性を考えるべきではあるが、この
Stokke
の考え方は本研究にとって有用な視座を与えてくれる。というのも、規範的な部分、合理性の部分と








一般性の高いモデルを想定したものであり、実際の分析に当たっては、さらに概念を整理する必要がある。ただ、このような理念と合理性を一つのモデルの中に納め、且つレジーム間の関係性についても考察するという形でのレジーム分析は先行研究では見られない のでもあるので、端的に分か ようあえてモデル図とし 表しておく。図中 矢印の相互方向性についてであるが、 、 間の相互性は複雑システム観の見方に基づいたものであり、レジーム間関係と 念、合理性と 間の相互性は、上記の
Stokke
の議論に基づいた
















ことがより妥当であると考えられる。また本節の先の部分で述べた通り、土台となるレジームから派生して生じたようなレジームであれば、各アクターが以前のレジーム形成で学習し ことをどのように活かしたのか（あるいは足かせに ったのか）を考え ことは、派生型レジームという動的な性格を持つレジームの分析においては欠かせない視座となる。
この図表
1のモデル図をより具体的にし、クラスター爆弾禁止レジームを実際に分析するためのモデルを構築す



















































議定書は、詳細は後述するが クラスター爆弾による一般市民の被害の増大を受けて議論が進められたもので、クラスター爆弾の使用の是非について初め 取り扱った国際レジーム ある。このいわば「 第五議定書レジーム」に対するクラスター爆弾使用禁止派の不満の高まりが、やが さらなる禁止運動 呼ぶことになる だが、まずはこのレジームがど ような特徴を持っ いたのかについてみて行くことにす
クラスター爆弾がその危険性について国際社会の中で広く認知され始めたのは九〇年代に入ってからであるが、

























たＮＧＯ・市民社会組織が本部を置いているような国々が、地域紛争で使用されるよう 量をはるか 凌駕するほど多くのクラスター爆弾を使用したのであ それに伴って生じ得る不発弾の多 もある程度予測す こと でき、
二五二
不発弾の危険性を世界各地で認知し始めていたＮＧＯ 反発を一気に呼ぶことになった。この一九九九年には、一九九七年の対人地雷禁止条約の成立に向けて尽力したＮＧＯの連合体であるＩＣＢＬ（対人地雷禁止キャンペーン）が、そ 運営委員会において初めてクラスター爆弾を中心議題 上げて る（図表
4参照） 。二つ目の理由は
戦場が東欧であったということ り、世界各国のマスコミが、アジア、アフリカの紛争地域と比べ 容易に戦地の状況、戦地の住民の実態につい 報告するこ ができたということが挙げられる。その結果、クラスター爆弾の不発弾が与え 危険性についての国際社会の認知度が高まりはじめ、このことが禁止運動 必要性を認めはじめたＮＧＯの後押しをすることにもつながったと考えられる。
（図表 3）クラスター爆弾が使用された主な出来事





1973 中東戦争 2（（1-2（（2 アフガニスタン戦争
1975-1988 西サハラ紛争 2（（3-2（（6 イラク戦争
























































































爆弾を保有する国々にとってその利点はほとんどないと考えられる。むしろＥＲＷの問題として扱 という姿勢を見せておけば、クラスター爆弾の問題をＣＣＷで扱うと う形で軍縮に対する姿勢を国際社会に示すこ ができ、かつＥＲＷの問題であ 以上事実上 使用制限 く、安全保障上の損失も全くないこと なる。
レジーム間関係の面では、禁止派のＮＧＯにとってみれば、対人地雷禁止条約の履行監視業務という足かせがあ









































































































































すると、クラスター爆弾禁止の気運が高まっていること、③クラスター爆弾の問題は その全廃が最善策であること、④ＣＣＷの枠外プロセスが必要であること、⑤新 なプロセスを前進させるには、同じ志を持つ中核グループが必要であ こと、⑥ＮＧＯと政府、政府関係者の間で結束力が高ま ていること、などが話し合われた。
このロンドン会議は非公式な集まりではあるものの、 「クラスター爆弾の禁止を目指す」という同じ考えを持つ









のクラスター爆弾を使用するという事態が発生する。使用したのは性能の悪い旧式の爆弾のため、大量の不発弾が残り、レバノン市民の安全が脅かされていることが連日マスコミにおいて報道された。イスラエルはアメリカと同様、ＣＣＷでクラスター爆弾をＥＲＷ問題として扱うことさえ渋っている使用擁護派の立場に立っており 使用すること自体に対する制度上の問題自体は無い。しかし結果として不発弾が大量に発生し、国際世論に対して改めてクラスター爆弾の使用の是非を問う議論を生じ せることになった。しかもこの二〇〇六年の段階では、これまでのＣＭＣ・ＮＧＯの活動、禁止派によるロンドン会議の開催などを通 、クラスター爆弾の危険性が国際世論中でゆっくりと浸透しつつあったと考えられ、このイスラエルの空爆 その不発弾による市民へ 被害は、論から強い反発を受け、禁止派にとってこれまでにない後押しとなった。
そして二〇〇六年一一月に、ＣＣＷの運用検討会議が五年ぶりに開催され、そこではＣＣＷで過去に取り決めら

























































































































ただ の時期にこのＣＣＷ締約国会 が行われ、クラスター爆弾の問題が話し合われたことによって、オスロ会議に始まるオスロプロセスを牽制する意味合いを持つことになった。特に 間的な位置にいる国々 と は、国際政治の場においてクラスター爆弾の問題を扱っているのがオスロプロセスだけでは いことを改めて認識することになり、その後も引き続きＣＣＷの重要性を認め続けて行く る。
二〇〇八年三月にはニュージーランドのウェリントンで条約採択会議前の最後の国際会議が開催され、一〇三カ
国が参加した。こ 会議では、 禁止条約に賛同す 意思を持っているのかどうかについて最終確認を行い、賛同する国
々
によって「ウェリントン宣言」 、いわばクラスター爆弾禁止条約に署名する意思の宣言が表
明された。これには八二カ国が賛同したが、上記 定義 に加え 、クラスター爆弾を禁止する場合、使用禁止までの移 期間をどのように設定す のか（猶予を設けるべきか否か）と う問題、条約に参加していない同盟国との共同作戦、軍事演習 可能な かという問題も 新たに提起される。そし こ ら三つの問題、 なわち、①定義の問題、② の問題、③非加盟国と 軍事活動については、 採択の場であるダブリン会議にまで持ち越されることになる。クラスター爆弾禁止運動を支持する国際世論はオスロ会議以後高まっていたものの、条約内容の詰めの段階に入って 禁止派は再度難題に直面することになったのである。
条約採択が行われる国際会議は、ダブリンで二〇〇八年五月に開催され、会議 参加国は一一一カ国であった。
しかし、この参加国数はそ ま条約採択国数 なるわけではなく、条文での上記 三つの問題点の扱い方次第に
二七〇
よっては、採択国は参加国数よりも大幅に減少する恐れもあった。禁止派としては、そうした大幅減となるような事態だけは避けたいが、特にイギリス、ドイツはクラスター爆弾の定義の問題にこだわり、先に挙げた条件（一％以下の不発弾率の爆弾を例外とする）を認めてくれなければ、条約に採択できない いう姿勢を取るまでになる。これらの国がこのような主張をする背景には、かつて禁止派によって開催されたロンドン会議において、クラスター爆弾の定義として「文民に受け入れがたい苦痛を たらす兵器」ということが確認されていたからである。すなわち、 「文民に受け入れ難い苦痛」をもたらさないようなクラスター爆弾であれば、その兵器まで使用禁止にする必要はない、というわけである。またこのイギリス、ドイツ そしてカナダ、日本等は アメリカ等軍事大国も加盟しているＣＣＷ内でクラスター爆弾禁止に関する取り決めをすべきであると考えており、特にアメリカ 軍事同盟関係にある国々は 上記の③ 問題との関係から 強くこのこと 望ん いた。
このような動きに対して、禁止派の国家アクター（ノルウェー、ベルギー等） 、ＮＧＯ（ＣＭＣ）は、当初（オ



















以下、②子弾の重量が四キロ以上（子弾が大きいほど、親爆弾の中に入る数は少なくなる） 、③単体目標を識別・攻撃する機能が付い いること、④電子式自己破壊装置、自己不活性化機能付き、の条件を満たす爆弾を例外とする議長案が採用された。定義においてこうした例外を認めることは、全面禁止派 とって一種の妥協としての性格を持たざるを得ない。ただ、この四つの条件を満 した爆弾であれば、 発弾によって市民に被害 も らすような状況は皆無になるとも考えられる。いわば 制度上の厳密さでは、禁止派は初期の目的（クラスター爆弾の全廃）を逸れて譲歩した形になり、一方、 「不発 による市民への被害をなくす」という要件を満たしつつ、イギリス、ドイツといっ 大国を条約内に取り込むことに成功した いう現実的な意味では、目的にかなう（市民に被害をもたらさない う意味で） 文 なった。
定義問題に続く二つ目の問題点であった移行期間については、条文の中に盛り込まれなかった。使用猶予期間を





















場にいるアクターと 駆け引きにあったように思われる。特にイギリ 、ドイツと った国々は、オスロ会議に参加しながらもＣＣＷの枠組みも重視するという姿勢を取り続け、禁止派の対応次第ではＣＣＷの枠組み（擁護派）の方に接近していく可能性が大きかった。ただオスロ会議の開催がマスコミで 取り上げられ などして 国際世論の中での禁止派の追い風は強くなっ おり（背景に 、二〇〇六年の擁護派のイ ラエルによるレバノン空爆もある） 、最終的には対人地雷禁止条約形成過程をオタワプロセスと通称されている と類比的に、 「オスロプロセス」という言葉が生み出され ほどの認知度にまで至っ 。そして結果的には、ＣＣＷ 枠組みを飛び出して独自のプロセスを歩むという対人地雷禁止運動時の方法を踏襲する形で、禁止条約を成立ささせることができた。いわば「クラ ター爆弾禁止規範」とも言うべき国際規範が国際社会の中 カスケード 起こしてい 状態であり、この流れに逆らって公然とクラスター爆弾を擁護するということを国際社会の中で発言することは外交上の不名誉さにつながるような状況であった 考えられる。また、クラスター爆弾 国防上必ずしも必要としない 々、保有していない国々が擁護派に立つと、反対して被る不名誉さによるコスト 一方的に受けることになり まったく利得の得られ 状況となるため、禁止派 側に立つことが選択肢として合理的なものとなったと考えられる。
二七四
一方、擁護派は使用を認めるいわば「クラスター爆弾はＥＲＷにまつわる問題」を一貫して固守し続けているが、
中間の立場のアクターが禁止派側（オスロプロセスの側）に取り込まれることになり、最終的には二〇〇〇年代半ばまでの優位を保てなくなってきたと考えられる。また擁護派 固執することは先 述べたような国際社会からの反発・コストを招くことになる 、擁護派 アメリカ、ロシア、中国、イスラエル等） とってはそれを上回る意味での安全保障上 理由・利得があ たと考えられる。また保有国は当然のことながら自国 兵器産業を抱えており、使用禁止の立場に立つと、軍事上、経済上の利得の双方を失うことにもなる。ただ の場合、擁護派に立つための合理性が成立する要件は、こ 的 的理由が十分な場合のみである。世界各国のほとんどの国は、実際のところクラスター爆弾を保有 使用する予定はなく、二〇〇七年以降 段階 おいては、ＣＣＷの代替的存在として クラスター爆弾禁止運動が台頭し かつ国際世論の支持もそちら側に向かっている以上 そうしたクラスター爆弾を保有・使用すること ない国が 禁止派の側に流れる は当然のこととも言える。
ただ、クラスター爆弾使用擁護派が条約採択時において完全に劣勢であったかというと決してそうではない。二













































































ノルウェー、ベルギーで生じたＳＲＩ、ＣＳＲを巡 運動や、擁護派 イスラエルが不発弾 多 粗悪なクラスター爆弾をレバノンで大量に使用し ことなど 通し 、少 ずつ禁止派の運動が国際社会 中に認知されていきそうした国際世論の後押しの中 、禁止派アクターはＣＣＷ 枠組みと 別の条約形成を目指すべくオスロ会議を開催した（
3 －
2） 。オスロ会議以後、新たなクラスター爆弾禁止レジームの形成に対する支持は急速に広まって




アクターは、自らの理念、及び合理性の双方を複合的に勘案してクラスター爆弾使用禁止派、使用擁護派の立場に立ち、それぞれの立場ごとに対人地雷禁止レジームと関係性を持っ いた、②クラスター爆弾使用禁止派及び使用擁護派は 自らの理念、合理性、そして対人地雷禁止レジーム形成で経験し ことに基づいて、自らが優位に立てるよう戦略的に行動し、そのことがクラスター爆弾禁止レジームのあり方に影響を与えた、の二つであったが、それぞれの立場についてアクター 理念、合理性、レジーム間関係を通して分析することができ かつ最終的なクラスター爆弾禁止レジームのあり方も れらの変数を軸として行動した禁止派、擁護派それぞれのアク の様々な結果によるも である。こ 意味において、今回の事例分析を通してこの二つの仮説は検証されたものと考えられる。
本研究はクラスター爆弾禁止レジーム形成という国際政治現象の分析を端的に行っており、今後のクラスター爆
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